
①ストック表     （末残、億円）

長 期 国 債 (1) 2,628,320 2,709,948 2,786,785 2,820,254 2,917,384 2,987,494

買入等 (2) 2,628,320 2,709,948 2,786,785 2,820,254 2,917,384 2,987,494

その他 (3) 0 0 0 0 0 0

対政府 長期国債売現先 (-) (4) -111,998 -111,998 -94,358 0 0 0

国庫短期証券 (5) 467,399 460,658 459,625 429,766 463,379 466,133

引　受 (6) 93,982 102,673 110,869 113,799 123,107 124,451

買　入 (7) 373,450 357,980 348,741 315,937 340,233 341,624

売　却 (-) (8) 0 0 0 0 0 0

対政府ネット売却 (-) (9) 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 -41,598 0

国債買現先 (11) 0 0 0 0 0 0

国債売現先 (-) (12) 0 0 0 0 0 0

共通担保資金供給 (13) 62,701 66,122 64,615 63,715 62,714 58,669

固定金利方式 62,701 66,122 64,615 63,715 62,714 58,669

ＣＰ買現先 (14) 0 0 0 0 0 0

手形売出 (-) (15) 0 0 0 0 0 0

被災地金融機関支援オペ (16) 3,166 3,161 3,161 3,143 3,144 3,144

貸出支援基金 284,591 284,591 284,591 297,780 297,780 297,780

成長基盤強化支援資金供給 (17) 48,473 48,473 48,473 52,672 52,672 52,672

貸出増加支援資金供給  (18) 236,118 236,118 236,118 245,108 245,108 245,108

19,980 21,990 22,360 21,954 22,089 23,534

31,778 31,956 32,447 31,985 32,380 32,138

62,389 63,729 65,202 68,985 71,831 74,826

2,556 2,563 2,648 2,696 2,793 2,877

貸 出 等 2 2 2 2 2 2

33条貸出 (23) 0 0 0 0 0 0

預金保険機構貸付金等 (24) 2 2 2 2 2 2

預金保険機構貸付金 (25) 0 0 0 0 0 0

国債補完供給 (-) (26) -420 -276 -234 0 0 0

13,723 13,511 13,490 13,490 13,490 13,490

政府預金 (-) (28) -62,469 -96,253 -194,904 -170,437 -288,496 -354,689

そ の 他 (29) * -17,365 -5,479 -8,732 -21,997 30,720 -17,383

マネタリーベース 3,384,353 3,444,225 3,436,698 3,561,336 3,587,612 3,588,015

日本銀行券発行高 915,618 926,001 931,591 984,300 947,904 951,471

貨幣流通高 46,440 46,504 46,619 46,900 46,772 46,652

日銀当座預金 2,422,295 2,471,720 2,458,488 2,530,136 2,592,936 2,589,892

準備預金 (30) 2,206,683 2,244,245 2,249,130 2,306,864 2,366,305 2,345,966

マネタリーベース 3,384,353 3,444,225 3,436,698 3,561,336 3,587,612 3,588,015

本件に関する照会先：日本銀行企画局　廣瀬（03-3277-1634）

2016年3月7日
日本銀行企画局

マネタリーベースと日本銀行の取引（2016年2月）

対外国中銀等 国庫短期証券売現先 (-) (10)

金銭の信託（信託財産株式）(27) *

ＣＰ等 (19) *

社債等 (20) *

金銭の信託（信託財産ＥＴＦ）(21)*

金銭の信託（信託財産Ｊ－ＲＥＩＴ）(22)*

15/9月 10 11 12 16/1月 2



（ストック表 注）

(1)日本銀行の貸借対照表に資産として計上された長期国債（国庫短期証券（割引短期国債および政府短期証券）を除く国債）
残高。ただし、2001年4月は、貸借対照表に資産として計上された長期国債残高に、同年3月までに実行された対政府売現先残高
を加えることにより算出。上記の長期国債期末時点残高については、2003年度までは移動平均法による低価法、2004年度以降は
移動平均法による償却原価法を用いて評価替えを行っている。2001年4月に現先取引の会計処理の変更があったため、それ以前
の計数とは不連続となる。

(2)金融機関等からの買入等により取得した長期国債の残高および長期国債による借換引受残高。長期国債残高(1)から出資国債
等の残高(3)を控除したもの。なお、この計数は、国債買入オペ等により取得した長期国債の累計額から、現金償還分、割引短
期国債による借換引受分、国債整理基金への売却分等を控除した金額に概ね相当する。

(3)出資国債等の残高。額面金額ベース。

(4)政府に対する長期国債の売現先残高。売却価額ベース。

(5)日本銀行の貸借対照表に資産として計上された国庫短期証券残高。ただし、2001年4、5月は、貸借対照表に資産として計上
された国庫短期証券残高から同年3月までに実行された国庫短期証券買現先残高を控除することにより算出。内訳項目の足し上
げとは、計上ベースの違い等により、一致しない。国庫短期証券の期末時点残高については、2003年度までは移動平均法による
原価法、2004年度以降は移動平均法による償却原価法を用いて評価替えを行っている。2001年4月に現先取引の会計処理の変更
があったため、それ以前の計数とは不連続となる。

(6)政府短期証券の引受残高および割引短期国債による長期国債・割引短期国債の借換引受残高。額面金額ベース。引受・借換
引受の累計額から償還分を控除したもの。

(7)金融機関等からの国庫短期証券の買入残高。同オペの累計額から、買入れた国庫短期証券の償還分（繰上償還を含む）等を
控除したもの。買入代金ベース。

(8)金融機関等に対する国庫短期証券の売却残高。同オペの累計額から、売却した国庫短期証券の償還分を控除したもの。売却
代金ベース。

(9)政府等に対する国庫短期証券ネット売却残高（売却残高－買入残高）。償還分を控除したもの。額面金額ベース。

(10)外国中央銀行等に対する国庫短期証券の売現先残高。額面金額ベース。

(11)金融機関等に対する国債の買現先残高。買入代金ベース。2002年10月以前は、長期国債の買現先残高であり、前後で計数は
不連続。

(12)金融機関等に対する国債の売現先残高。売却代金ベース。

(13)金融機関等に対する共通担保資金供給オペレーション（適格担保を根担保として、金利入札方式（貸付利率を入札に付して
コンベンショナル方式により決定する方式）または固定金利方式（日本銀行があらかじめ定める利率を貸付利率とする方式）に
より行う公開市場操作としての貸付け）の残高。

(14)金融機関等に対するコマーシャル・ペーパー、短期社債、保証付短期外債、政府保証付短期債券、資産担保短期債券および
短期不動産投資法人債の買現先残高。額面金額ベース。

(15)金融機関等に対する手形の売出残高。額面金額ベース。

(16)東日本大震災にかかる被災地の金融機関に対する、被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション（適格担保を
担保として、日本銀行が定める限度額の範囲内で、日本銀行があらかじめ定める利率を貸付利率として行う公開市場操作として
の貸付け）の残高。

(17)金融機関等に対する成長基盤強化を支援するための資金供給（適格担保を担保として、日本銀行があらかじめ定める利率を
貸付利率として行う資金供給）の残高（2012年12月以降は、貸出支援基金の運営として行う同残高）。2011年9月以降は、同資
金供給における出資等に関する特則による貸付残高、2012年6月以降は、同資金供給における小口投融資に関する特則による貸
付残高を含む。なお、同資金供給における米ドル資金供給に関する特則による米ドル建て貸付残高は含まない（同残高は「その
他」（外国為替）に含まれる）。

(18)貸出支援基金の運営として行う金融機関等に対する貸出増加を支援するための資金供給（適格担保を担保として、日本銀行
があらかじめ定める利率を貸付利率として行う資金供給）の残高。

(19)金融機関等から買入れたコマーシャル・ペーパー（資産担保コマーシャル・ペーパーおよび不動産投資法人コマーシャル・
ペーパーを除く）、短期社債、不動産投資法人コマーシャル・ペーパー、短期不動産投資法人債、保証付短期外債、資産担保コ
マーシャル・ペーパーおよび資産担保短期債券の残高。同オペの累計額から、買入れたコマーシャル・ペーパー等の償還分を控
除したもの。期末時点での残高は、移動平均法による償却原価法を用いて評価替えを行うほか、減損処理による評価替えを行
う。

(20)金融機関等から買入れた社債および不動産投資法人債の残高。同オペの累計額から、買入れた社債等の償還分を控除したも
の。期末時点での残高は、移動平均法による償却原価法を用いて評価替えを行うほか、減損処理による評価替えを行う。

(21)指数連動型上場投資信託受益権（ＥＴＦ）の買入等を行うための金銭の信託の残高。ＥＴＦの評価は、移動平均法による原
価法（ただし期末時点で減損処理により評価替えを行う）による。

(22)不動産投資法人投資口（Ｊ-ＲＥＩＴ）の買入等を行うための金銭の信託の残高。Ｊ-ＲＥＩＴの評価は、移動平均法による
原価法（ただし期末時点で減損処理により評価替えを行う）による。



(23)日本銀行法第33条に基づく貸付残高および手形の割引残高ならびに同法第43条第1項但書に基づく証書貸付債権を担保とす
る貸付残高(1998年12月以降1999年3月以前は企業金融支援のための臨時貸出制度に基づく貸付残高、2001年3月以降は補完貸付
制度に基づく貸付残高を含む。共通担保資金供給オペレーション、企業金融支援特別オペレーション、被災地金融機関を支援す
るための資金供給オペレーション、成長基盤強化を支援するための資金供給および貸出増加を支援するための資金供給の残高は
含まない）。

(24)預金保険機構向けの貸付残高に、預貯金保険機構出資金、預金保険機構住専勘定拠出金および新金融安定化基金拠出金の残
高等を加えた額。

(25)預金保険法第42条、同法附則第20条、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第65条および金融機能の早期健全化の
ための緊急措置に関する法律第16条に基づく預金保険機構向けの貸付残高。

(26)金融機関等に対する国債の補完供給残高。売却代金ベース。

(27)金融機関の保有する株式の買入等を行うための金銭の信託の残高。株式の評価は、移動平均法による原価法（ただし期末時
点で減損処理により評価替えを行う）による。

(28)当座預金、国内指定預金、その他政府預金の残高。

(29)「その他」に含まれる主要な項目としては、金地金、外国為替、日本銀行が保有する土地・建物・動産、貨幣流通高、外国
中央銀行等の預金、引当金勘定、資本金、準備金、代理店勘定等がある（2004年1月から5月までは、外国為替資金特別会計から
の外貨債券の売戻条件付買入を含む）。

(30)準備預金制度に関する法律の適用を受ける金融機関が日本銀行に預け入れている預け金の残高。ただし、2003年4月から
2007年9月までは、同金融機関および日本郵政公社が日本銀行に預け入れている預け金の残高。

＊3月、9月計数は決算処理の都合により、翌月上旬時点では速報計数を掲載。確報計数はそれぞれ6月、12月上旬に公表。



②フロー表     （月中増加・減少額 <->、億円）

長 期 国 債 * 52,428 81,628 76,837 33,469 97,130 70,110

買　入 (1) 99,853 95,685 93,500 90,245 114,500 86,569

その他 (2) 0 0 0 0 0 0

償還等 (-) (3) -47,425 -14,057 -16,663 -56,776 -17,370 -16,459

対政府　長期国債売現先 (-) (4) 139,034 0 17,640 94,358 0 0

国庫短期証券 * -18,446 -6,741 -1,033 -29,859 33,613 2,754

引　受 (5) 7,478 11,752 12,145 24,419 12,195 11,812

買　入 (6) 45,018 55,027 42,532 17,508 65,046 55,095

売　却 (-) (7) 0 0 0 0 0 0

対政府ネット売却 (-) (8) 0 0 0 0 0 0

償還等 (-) (9) -70,942 -73,520 -55,710 -71,786 -43,628 -64,153

対外国中銀等 国庫短期証券売現先 (-) (10) 2,398 0 0 0 -41,598 41,598

国債買現先 (11) 0 0 0 0 0 0

国債売現先 (-) (12) 0 0 0 0 0 0

共通担保資金供給 (13) -1,078 3,421 -1,507 -900 -1,001 -4,045

固定金利方式 -1,078 3,421 -1,507 -900 -1,001 -4,045

ＣＰ買現先 (14) 0 0 0 0 0 0

手形売出 (-) (15) 0 0 0 0 0 0

被災地金融機関支援オペ(16) 0 -5 0 -18 1 0

貸出支援基金 6,391 0 0 13,189 0 0

成長基盤強化支援資金供給 (17) 1,359 0 0 4,199 0 0

貸出増加支援資金供給 (18) 5,032 0 0 8,990 0 0

-3,016 2,010 370 -406 135 1,445

-888 178 491 -462 395 -242

2,244 1,340 1,473 3,783 2,846 2,995

69 7 85 48 97 84

貸 出 等 0 0 0 0 0 0

33条貸出 (23) 0 0 0 0 0 0

預金保険機構貸付金等 (24) 0 0 0 0 0 0

預金保険機構貸付金 (25) 0 0 0 0 0 0

国債補完供給 (-) (26) -411 144 42 234 0 0

212 -212 -21 0 0 0

政府預金 (-) (28) -43,084 -33,784 -98,651 24,467 -118,059 -66,193

そ の 他 (29) ** -25,957 11,886 -3,253 -13,265 52,717 -48,103

マネタリーベース 109,896 59,872 -7,527 124,638 26,276 403

日本銀行券発行高 1,745 10,383 5,590 52,709 -36,396 3,567

貨幣流通高 120 64 115 281 -128 -120

日銀当座預金 108,031 49,425 -13,232 71,648 62,800 -3,044

準備預金 (30) 105,814 37,562 4,885 57,734 59,441 -20,339

マネタリーベース 109,896 59,872 -7,527 124,638 26,276 403

金銭の信託（信託財産株式）(27) **

ＣＰ等 (19) **

社債等 (20) **

金銭の信託（信託財産ＥＴＦ）(21)**

金銭の信託（信託財産Ｊ－ＲＥＩＴ）(22)**

215/9月 10 11 12 16/1月



（フロー表 注）

(1)金融機関等からの長期国債（国庫短期証券（割引短期国債および政府短期証券）を除く国債）の買入額。買入代金ベース。
いわゆる「国債買切りオペ」をさす。

(2)出資国債の買取・償還額等。額面金額ベース。

(3)長期国債の償還額、評価替えに伴う簿価の変動額、国債整理基金への売却額その他(1)および(2)以外の事由による残高の増
減を計上。

(4)政府に対する長期国債の売現先額。売却価額ベース。

(5)政府短期証券の引受額および割引短期国債による長期国債・割引短期国債の借換引受額。額面金額ベース。

(6)金融機関等からの国庫短期証券の買入額。買入代金ベース。

(7)金融機関等に対する国庫短期証券の売却額。売却代金ベース。

(8)政府等に対する国庫短期証券ネット売却額（売却額－買入額）。額面金額ベース。

(9)国庫短期証券の償還額のほか、評価替えに伴う簿価の変動額、簿価と売却価額の差等を計上。

(10)外国中央銀行等に対する国庫短期証券の売現先額。額面金額ベース。

(11)金融機関等に対する国債の買現先額。買入代金ベース。2002年10月以前は、長期国債の買現先額であり、前後では計数は不
連続。

(12)金融機関等に対する国債の売現先額。売却代金ベース。

(13)金融機関等に対する共通担保資金供給オペレーション（適格担保を根担保として、金利入札方式（貸付利率を入札に付して
コンベンショナル方式により決定する方式）または固定金利方式（日本銀行があらかじめ定める利率を貸付利率とする方式）に
より行う公開市場操作としての貸付け）の残高の増減。

(14)金融機関等に対するコマーシャル・ペーパー、短期社債、保証付短期外債、政府保証付短期債券、資産担保短期債券および
短期不動産投資法人債の買現先額。額面金額ベース。

(15)金融機関等に対する手形の売出額。額面金額ベース。

(16)東日本大震災にかかる被災地金融機関に対する、被災地金融機関を支援するための資金供給オペレーション（適格担保を担
保として、日本銀行が定める限度額の範囲内で、日本銀行があらかじめ定める利率を貸付利率として行う公開市場操作としての
貸付け）の残高の増減。

(17)金融機関等に対する成長基盤強化を支援するための資金供給（適格担保を担保として、日本銀行があらかじめ定める利率を
貸付利率として行う資金供給）の残高の増減（2012年12月以降は、貸出支援基金の運営として行う同残高の増減）。2011年9月
以降は、同資金供給における出資等に関する特則による貸付残高の増減、2012年6月以降は、同資金供給における小口投融資に
関する特則による貸付残高の増減を含む。なお、同資金供給における米ドル資金供給に関する特則による米ドル建て貸付残高の
増減は含まない（同残高の増減は「その他」（外国為替）に含まれる）。

(18)貸出支援基金の運営として行う金融機関等に対する貸出増加を支援するための資金供給（適格担保を担保として、日本銀行
があらかじめ定める利率を貸付利率として行う資金供給）の残高の増減。

(19)金融機関等から買入れたコマーシャル・ペーパー（資産担保コマーシャル・ペーパーおよび不動産投資法人コマーシャル・
ペーパーを除く）、短期社債、不動産投資法人コマーシャル・ペーパー、短期不動産投資法人債、保証付短期外債、資産担保コ
マーシャル・ペーパーおよび資産担保短期債券の残高の増減。評価替えに伴う簿価の変動額等を含む。

(20)金融機関等から買入れた社債および不動産投資法人債の残高の増減。評価替えに伴う簿価の変動額等を含む。

(21)指数連動型上場投資信託受益権（ＥＴＦ）の買入等を行うための金銭の信託の残高の増減。ＥＴＦの評価替えに伴う簿価の
変動額等を含む。

(22)不動産投資法人投資口（Ｊ-ＲＥＩＴ）の買入等を行うための金銭の信託の残高の増減。Ｊ-ＲＥＩＴの評価替えに伴う簿価
の変動額等を含む。

(23)日本銀行法第33条に基づく貸付残高および手形の割引残高ならびに同法第43条第1項但書に基づく証書貸付債権を担保とす
る貸付残高(1998年12月以降1999年4月以前は企業金融支援のための臨時貸出制度に基づく貸付残高、2001年3月以降は補完貸付
制度に基づく貸付残高を含む。共通担保資金供給オペレーション、企業金融支援特別オペレーション、被災地金融機関を支援す
るための資金供給オペレーション、成長基盤強化を支援するための資金供給および貸出増加を支援するための資金供給の残高は
含まない）。

(24)預金保険機構向けの貸付額に、預貯金保険機構出資金、預金保険機構住専勘定拠出金および新金融安定化基金拠出金の増減
等を加えた額。

(25)預金保険法第42条、同法附則第20条、金融機能の再生のための緊急措置に関する法律第65条および金融機能の早期健全化の
ための緊急措置に関する法律第16条に基づく預金保険機構向けの貸付額。



(26)金融機関等に対する国債の補完供給額。売却代金ベース。

(27)金融機関の保有する株式の買入等を行うための金銭の信託の残高の増減。株式の評価替えに伴う簿価の変動額等を含む。

(28)当座預金、国内指定預金、その他政府預金の増減。

(29)「その他」に含まれる主要な項目としては、金地金、外国為替、日本銀行が保有する土地・建物・動産、貨幣流通高、外国
中央銀行等の預金、引当金勘定、資本金、準備金、代理店勘定等がある（2004年1月から5月までは、外国為替資金特別会計から
の外貨債券の売戻条件付買入を含む）。

(30)準備預金制度に関する法律の適用を受ける金融機関が日本銀行に預け入れている預け金の増減。ただし、2003年4月から
2007年9月までは、同金融機関および日本郵政公社が日本銀行に預け入れている預け金の増減。

 ＊ 長期国債、国庫短期証券については、2001年4月に現先取引の会計処理の変更があったため、それ以前の計数とは不連続と
なる。

＊＊3月、4月、9月および10月計数は決算処理の都合により、翌月上旬時点では速報計数を掲載。確報計数はそれぞれ6月、12月
上旬に公表。


